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追
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。
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踏
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わ
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わ
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・
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び
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国
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る
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と
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図
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。

　
平
成
30
年
度
に
第
２
期
計
画

が
最
終
年
度
を
迎
え
る
こ
と
か

ら
、
地
域
福
祉
を
取
り
巻
く
状

況
等
を
踏
ま
え
、
令
和
元
年
度

以
降
の
新
た
な
活
動
計
画
を
策

定
し
ま
し
た
。

　災害や社会的孤立、制度のはざ
まで困窮する県民の生活課題を解
決する提言を行い、先駆・先導的
活動を推進するとともに、福祉
サービスの利用援助・権利擁護を
図ります。
　①生活課題を抱える住民の支援
　②住民の権利擁護と福祉サービ

スの利用支援
　③民生委員・児童委員の活動支

援
　④東日本大震災からの復興支援

と災害時対応体制の整備

　
　社会福祉に関する諸活動の調
査、普及、宣伝及び連絡調整を図
るとともに、ボランティア活動、
並びに住民相互の助け合い等を振
興します。
　①ボランティア活動の振興と福

祉教育の推進
　②情報発信機能の強化

 社会福祉を目的とする事業に従
事する者の養成を行うとともに、
確保と定着を図ります。
　①福祉人材の養成とスキルアッ

プ支援
　②福祉人材の確保とマッチング

の強化
　③退職共済制度の適正運営と福

利厚生事業の充実

　社会福祉を目的とする事業の経
営に関する指導、助言及び支援を
図るとともに、福祉サービスの質
の向上を支援します。
　①社会福祉事業経営の支援
　②適正なサービス評価の実施

　市町村社会福祉協議会との連
携・協働を進めるとともに、多様
な組織、機関等とのネットワーク
を作り、より積極的に協働します。

 ①種別協議会・部会活動を通じ
た福祉サービス向上の取組と
サービス利用者の福祉増進

　②多様な組織等との連携協働の
推進

 指定管理施設の適切かつ効率的
な管理運営に努め、県民の福祉増
進を支援します。
　①ふれあいランド岩手の管理運営

　県社協の財政基盤の適正化を図
るとともに、組織強化のための取
組を進めます。
　①県社協財政基盤の適正化
　②組織強化のための取組の推進

 令和元年度は、平成31年３月に策定した、「岩手県社会福祉協議会活動計画2019－2023」に掲げる目標の達成に向
けて、基本的な役割と推進項目に基づき所要の事業を推進します。
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２
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基本的な役割と推進項目

令和元年度事業計画・予算岩手県社会福祉協議会

■市町村社協への地域福祉活動コー
ディネーター（ＣＳＷ）機能の浸
透と活動の推進

■いわて“お元気”見守りシステム
の運営［実利用者数320人]

■成年後見制度と日常生活自立支援
事業の一体的な取組の推進［取組
基幹社協数３社協]

社協・生活支援活動強化方針推
進事業

■個別支援と地域支援を一体的に行
う視点をもって活動する地域福祉
活動コーディネーター（ＣＳＷ）
の養成［30人]

■研修修了者のフォローアップ及び地
域支援マニュアルの整備［5か所]

■市町村地域福祉計画及び地域福祉
活動計画策定の支援［５か所×３回]

岩手県福祉コミュニティサポー
トセンター事業

■市町村社協中期経営計画策定の推進
■市町村社協災害時相互支援協定の

締結［広域社協内、広域社協間の
締結]

■市町村社協災害対応初動チームの
編成

■市町村社協への地域福祉活動コー
ディネーター（ＣＳＷ）機能の浸
透と活動の推進

■社会福祉法人との連携・協働の取
組推進

■市町村社協組織運営、事業推進支援

市町村社会福祉協議会部会事業

⑴生活課題を抱える住民の支援

⑵住民の権利擁護と福祉サービ
スの利用支援

⑶民生委員・児童委員の活動支援

　  県民の生活課題の解決

■市町村社協担当職員研修会の実施
■適切な債権管理の推進［相談支援

数300件]

生活福祉資金貸付事業

■12基幹社協に業務の一部を委託
し、基幹社協の専門員18人と生活
支援員191人が利用者支援を実施

■各基幹社協に成年後見コーディ
ネーター0.5人を配置［移行支援
者数30人]

■認知症、知的障がい、精神障がい
等で、判断能力が不十分な方に、
福祉サービスの利用援助及び日常
的金銭管理サービス等を提供［実
利用者数1,020人]

日常生活自立支援事業

■介護福祉士修学資金貸付等事業
［150件]

■保育士修学資金貸付事業［38件]
■ひとり親家庭高等職業訓練促進資

金貸付事業［11件]
■児童養護施設退所者等に対する自

立支援資金貸付事業［８件]

福祉人材確保等貸付事業

■事業所巡回訪問の実施［80事業所]
■情報交換会の実施
■苦情を考えるセミナーの開催
■苦情解決に関する普及啓発

福祉サービス苦情解決事業

■あんしんサポート相談員の養成
［参画法人80法人]

■相談員の配置
■生活困窮世帯等への支援
■中間的就労の場「就労準備ボラン

ティア」の実施
■子どもの居場所「フリースペー

ス」の実施

ＩＷＡＴＥあんしんサポート事業

■自立相談支援事業及び家計改善支
援事業（雫石町、葛巻町、岩手
町、紫波町及び矢巾町）の実施

［新規相談数264件、自立プラン
作成数78件]

■主任相談支援員１人、相談支援員
兼就労支援員２人及び家計相談支
援員１人の配置

■自立支援プラン及び家計支援プラ
ンの作成を通じて生活困窮者の自
立生活を促進

■事例研究会（市町村社協部会）の
開催、人材養成研修受託の検討
等、県内支援員の支援体制の推進

盛岡圏域生活困窮者自立相談支
援事業

■相談支援活動の支援に向けた研修
事業の充実

■被災地民児協活動支援

民生委員・児童委員活動支援事業

⑷ 東日本大震災からの復興支
援と災害時対応体制の整備

■資質向上のための研修の実施［生
活支援相談員の配置141人、地域
支援拠点数６か所]

■調査研究
■岩手県中長期的な見守り・支え合

い等支援体制検討会
■被災者の住まいの移行期における

他機関連携支援と民生委員活動と
の連携強化

■情報発信

東日本大震災被災者生活支援事業

■災害復興基金の造成［2,000千円]
■被災者支援活動への助成［10,000千円]

災害復興基金事業

■県社協災害ＶＣ設置・運営マニュアルの改訂
■市町村社協災害ＶＣ設置・運営マ

ニュアルの改訂
■災害ＶＣ設置・運営訓練

ボランティア・市民活動センター
事業（災害発生時）

1

１ 県民の生活課題の解決 ３ 福祉人材の養成と確保

４ 社会福祉事業経営の支援

６ 指定管理施設の管理運営

７ 県社協の活動基盤の強化

５ 多様な組織等との連携協働

２ 住民の福祉活動の振興
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決する提言を行い、先駆・先導的
活動を推進するとともに、福祉
サービスの利用援助・権利擁護を
図ります。
　①生活課題を抱える住民の支援
　②住民の権利擁護と福祉サービ

スの利用支援
　③民生委員・児童委員の活動支

援
　④東日本大震災からの復興支援

と災害時対応体制の整備

　
　社会福祉に関する諸活動の調
査、普及、宣伝及び連絡調整を図
るとともに、ボランティア活動、
並びに住民相互の助け合い等を振
興します。
　①ボランティア活動の振興と福

祉教育の推進
　②情報発信機能の強化

 社会福祉を目的とする事業に従
事する者の養成を行うとともに、
確保と定着を図ります。
　①福祉人材の養成とスキルアッ

プ支援
　②福祉人材の確保とマッチング

の強化
　③退職共済制度の適正運営と福

利厚生事業の充実

　社会福祉を目的とする事業の経
営に関する指導、助言及び支援を
図るとともに、福祉サービスの質
の向上を支援します。
　①社会福祉事業経営の支援
　②適正なサービス評価の実施

　市町村社会福祉協議会との連
携・協働を進めるとともに、多様
な組織、機関等とのネットワーク
を作り、より積極的に協働します。

 ①種別協議会・部会活動を通じ
た福祉サービス向上の取組と
サービス利用者の福祉増進

　②多様な組織等との連携協働の
推進

 指定管理施設の適切かつ効率的
な管理運営に努め、県民の福祉増
進を支援します。
　①ふれあいランド岩手の管理運営

　県社協の財政基盤の適正化を図
るとともに、組織強化のための取
組を進めます。
　①県社協財政基盤の適正化
　②組織強化のための取組の推進

 令和元年度は、平成31年３月に策定した、「岩手県社会福祉協議会活動計画2019－2023」に掲げる目標の達成に向
けて、基本的な役割と推進項目に基づき所要の事業を推進します。
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■市町村社協災害時相互支援協定の
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締結]

■市町村社協災害対応初動チームの
編成

■市町村社協への地域福祉活動コー
ディネーター（ＣＳＷ）機能の浸
透と活動の推進

■社会福祉法人との連携・協働の取
組推進

■市町村社協組織運営、事業推進支援

市町村社会福祉協議会部会事業

⑴生活課題を抱える住民の支援

⑵住民の権利擁護と福祉サービ
スの利用支援

⑶民生委員・児童委員の活動支援

　  県民の生活課題の解決

■市町村社協担当職員研修会の実施
■適切な債権管理の推進［相談支援

数300件]

生活福祉資金貸付事業

■12基幹社協に業務の一部を委託
し、基幹社協の専門員18人と生活
支援員191人が利用者支援を実施

■各基幹社協に成年後見コーディ
ネーター0.5人を配置［移行支援
者数30人]

■認知症、知的障がい、精神障がい
等で、判断能力が不十分な方に、
福祉サービスの利用援助及び日常
的金銭管理サービス等を提供［実
利用者数1,020人]

日常生活自立支援事業

■介護福祉士修学資金貸付等事業
［150件]

■保育士修学資金貸付事業［38件]
■ひとり親家庭高等職業訓練促進資

金貸付事業［11件]
■児童養護施設退所者等に対する自

立支援資金貸付事業［８件]

福祉人材確保等貸付事業

■事業所巡回訪問の実施［80事業所]
■情報交換会の実施
■苦情を考えるセミナーの開催
■苦情解決に関する普及啓発

福祉サービス苦情解決事業

■あんしんサポート相談員の養成
［参画法人80法人]

■相談員の配置
■生活困窮世帯等への支援
■中間的就労の場「就労準備ボラン

ティア」の実施
■子どもの居場所「フリースペー

ス」の実施

ＩＷＡＴＥあんしんサポート事業

■自立相談支援事業及び家計改善支
援事業（雫石町、葛巻町、岩手
町、紫波町及び矢巾町）の実施

［新規相談数264件、自立プラン
作成数78件]

■主任相談支援員１人、相談支援員
兼就労支援員２人及び家計相談支
援員１人の配置

■自立支援プラン及び家計支援プラ
ンの作成を通じて生活困窮者の自
立生活を促進

■事例研究会（市町村社協部会）の
開催、人材養成研修受託の検討
等、県内支援員の支援体制の推進

盛岡圏域生活困窮者自立相談支
援事業

■相談支援活動の支援に向けた研修
事業の充実

■被災地民児協活動支援

民生委員・児童委員活動支援事業

⑷ 東日本大震災からの復興支
援と災害時対応体制の整備

■資質向上のための研修の実施［生
活支援相談員の配置141人、地域
支援拠点数６か所]

■調査研究
■岩手県中長期的な見守り・支え合

い等支援体制検討会
■被災者の住まいの移行期における

他機関連携支援と民生委員活動と
の連携強化

■情報発信

東日本大震災被災者生活支援事業

■災害復興基金の造成［2,000千円]
■被災者支援活動への助成［10,000千円]

災害復興基金事業

■県社協災害ＶＣ設置・運営マニュアルの改訂
■市町村社協災害ＶＣ設置・運営マ

ニュアルの改訂
■災害ＶＣ設置・運営訓練

ボランティア・市民活動センター
事業（災害発生時）

1

１ 県民の生活課題の解決 ３ 福祉人材の養成と確保

４ 社会福祉事業経営の支援

６ 指定管理施設の管理運営

７ 県社協の活動基盤の強化

５ 多様な組織等との連携協働

２ 住民の福祉活動の振興
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■住民相互に支え合う機運の醸成及
びボランティア活動の拡充［モデ
ル指定２か所、体験プログラム数
100以上、出前講座数20回]

■社協ＶＣの役割の明確化及び機能
強化

■社協ＶＣの広報力強化

ボランティア・市民活動センター
事業（通常時）

■機関紙「パートナー」の発行
■本会が実施する事業等の情報を、

新聞、テレビ等のマスメディアに
対し、定期的（毎月）に提供

■ホームページ等による情報発信
［アクセス数年間16万回以上]

機関紙発行事業及びホームペー
ジ等による情報発信事業

⑴ボランティア活動の振興と福
祉教育の推進

⑵福祉人材の確保とマッチング
の強化

⑶退職共済制度の適正運営と福
利厚生事業の充実

⑵情報発信機能の強化

 住民の福祉活動の振興2

■介護職員実務者研修の開催[50人]
■福祉従事者新任職員研修会の開催

[150人]
■福祉従事者リーダー職員研修会の

開催［100人]
■介護支援専門員実務研修受講試験

準備講習会［40人]
■社会福祉施設リスクマネジメント

研修［200人]

社会福祉従事者等研修・資格取得講座

⑴福祉人材の養成とスキルアップ支援

 福祉人材の養成と確保

■介護職員等医療的ケア研修指導者
養成講習［20人]

■介護職員等医療的ケア研修（第一
号・第二号研修）[260人]

■介護職員等医療的ケア研修事業
（第三号研修）[10人]

介護職員等医療的ケア研修事業

■介護職員等医療的ケア研修指導者
養成講習［20人]

■介護職員等医療的ケア研修（第一
号・第二号研修）[260人]

■介護職員等医療的ケア研修事業
（第三号研修）[10人]

介護職員等医療的ケア研修事業

■無料職業紹介事業の実施［採用者
数 年150人]

■広報・啓発事業
■人材確保・育成事業[福祉の就職総合

フェア参加者150人、出前講座15校]

福祉人材センター運営事業

■キャリア支援員を配置し、介護の人
材確保・定着を図るため求職者への
相談支援や福祉施設・事業所への助
言等のマッチング支援事業を実施
[求人求職マッチング数100人]

介護人材マッチング支援事業

■求職求人に係るコーディネーター
を配置し求人求職マッチングを実
施［マッチング数70人]

■広報・周知
■説明会等の実施
■研修による保育士人材の確保や質

の向上及び定着を促進

保育士・保育所支援センター保
育士人材確保事業

■財政運営の健全化［責任準備金率
76.0％]

民間社会福祉事業職員共済事業

■岩手県災害派遣福祉チーム派遣体
制の強化

■チーム員の養成［新規30人]
■チーム検討部会の開催
■チーム員連絡協議会の開催

災害時広域支援ネットワーク（災
害派遣福祉チーム）推進事業■会員の拡大［80人以上]

■新規事業の開発［新規メニュー１
事業以上]

福利厚生センター受託事業

■経営支援研修会［小規模法人等５
法人]

■地域公益活動推進セミナー［小規
模法人等５法人]

■税理士等による社会福祉法人経営
説明・相談会［小規模法人等５法人]

■公益的取組等アンケート調査
■法人経営等に関する相談への対応等

社会福祉経営サポート事業

■沿岸被災地の事業所の運営体制の
安定化や商品力向上、販路拡大及
び新規立上げに向けた支援［沿岸
４圏域の平均工賃の向上]

■新製品の開発や販路拡大の取組に
よる利用者の賃金･工賃の向上支援

■被災沿岸市町村にある事業所と県
内の被災沿岸市町村以外の市町村
にある事業所等との組合せ又は共
同作業による商品開発や共同生
産、生産力向上の支援

いわて障がい者就労支援振興セ
ンター受託事業

■障がい者就労支援事業所商品の販
売活動の推進［取扱売上高の向上
3,400万円以上]

■障がい者就労支援事業所による役
務の受注拡大を促進

■ホームページを活用した加入事業
所の活動紹介及び商品情報の発信

■加入事業所間の連携の促進（加入
事業所商品のコラボ、共同開発商
品の企画開発）

■食品表示法の制定や食品表示基準
の改正、ハサップの導入等、食品
製造に係る制度改正対応等、商品
販売に係る事業所の取組を支援

共同受注窓口事業

⑴社会福祉事業経営の支援

 社会福祉事業経営の支援

 指定管理施設の管理運営

■社会福祉法人経営者協議会
■高齢者福祉協議会
■障がい者福祉協議会
■保育協議会
■児童福祉施設協議会
■児童館・放課後児童クラブ協議会

種別協議会活動推進事業

■一般社団法人岩手県介護福祉士会
■岩手県介護支援専門員協会
■岩手県ホームヘルパー協議会
■岩手県地域包括・在宅介護支援セ

ンター協議会
■岩手県知的障害者福祉協会
■岩手県知的障害児者生活サポート協会
■東北ブロック老人福祉施設協議会
■岩手県里親会
■公益財団法人岩手県福祉基金

事務受託団体支援事業

⑴ 種別協議会・部会活動を通じ
　た福祉サービス向上の取組と

サービス利用者の福祉増進

⑵適正なサービス評価の実施

⑵多様な組織等との連携協働の推進

 多様な組織等との連携協働

■これまでの経験と蓄積されたノウハウを
最大限に生かし、効率的な運営と魅力あ
る事業の企画実施に努めながらサービ
スの向上と安全性の高い堅実な施設運
営に努める［総利用者数252,000人]

■教室の開催［341回]
■イベントの開催［８回]
■支援事業の実施
■ボランティアの養成［14回]

ふれあいランド岩手の管理運営

 県社協の活動基盤の強化

■自主財源の確保［協賛金対前年度比５％増]
■経費の削減［対前年度比２％減]

県社協財政基盤の適正化

■会計監査人の設置
■税理士等への業務委託
■職員の育成
■会員の拡大［20事業所以上]

組織強化のための取組の推進

■マッチング支援［施設外就労新規
契約１件以上]

■農林水産業関係者向け研修会の実施
■障がい者就労支援施設職員向け農

業セミナーの実施
■特別支援学校向け農福連携説明会

の実施
■岩手県農福連携グランプリ大会の

開催
■農福連携マルシェの実施

■水産加工業者と障がい福祉サービ
ス事業所を結びつけ、両者の課題
解消を図ることを目的に実施

岩手県農福連携総合支援事業

【新規事業】水産加工･障がい福
祉マッチング事業

■福祉サービスの質を客観的かつ専
門的に第三者が評価することに
よってサービスの質の向上を目指
す経営者を支援［受審事業所15
か所]

福祉サービス第三者評価事業

3

4

56

7

社会福祉事業区分

１ 法人運営事業

２ 地域福祉活動推進事業

３ ボランティア活動振興事業

４ 民生委員活動推進事業

５ 共同募金配分金事業

６ 社会福祉従事者研修事業

７ 種別協議会事業

８ 福祉人材センター事業

９ 社会福祉経営サポート事業

10 日常生活自立支援事業

11 福祉サービス運営適正化委員会事業

12 障がい福祉サービス復興支援事業

公益事業区分

合　計

１ ふれあいランド岩手管理運営受託事業

２ 福祉人材確保等貸付事業

３ 民間社会福祉事業職員共済事業

４ 福利厚生センター事業

事業区分及び拠点区分

令和元年度一般会計資金収支予算総括表 

当年度
当初予算額

前年度
当初予算額 増　減 会計区分 当年度

当初予算額
前年度

当初予算額 増　減

（単位：千円）（単位：千円）

1,222,233

225,595

556,225

3,318

15,131

10,000

28,315

61,622

89,901

4,903

124,538

10,029

92,656

4,178,742

233,800

579,086

3,357,686

8,170

5,400,975

1,257,849

207,551

629,359

3,493

9,876

10,000

28,132

51,369

90,270

4,470

123,563

9,985

89,781

3,815,617

246,467

646,280

2,914,458

8,412

5,073,466

△ 35,616

18,044

△ 73,134

△ 175

5,255

0

183

10,253

△ 369

433

975

44

2,875

363,125

△ 12,667

△ 67,194

443,228

△ 242

327,509

令和元年度生活福祉資金会計資金収支予算総括表

3,392,244

209,264

93,205

12,456

3,707,169

2,826,047

207,096

27,816

13,886

3,074,845

566,197

2,168

65,389

△ 1,430

632,324

１ 生活福祉資金会計

２ 生活福祉資金貸付事務費会計

３ 要保護世帯向不動産担保型生活資金会計

４ 臨時特例つなぎ資金会計

合　計
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■住民相互に支え合う機運の醸成及
びボランティア活動の拡充［モデ
ル指定２か所、体験プログラム数
100以上、出前講座数20回]

■社協ＶＣの役割の明確化及び機能
強化

■社協ＶＣの広報力強化

ボランティア・市民活動センター
事業（通常時）

■機関紙「パートナー」の発行
■本会が実施する事業等の情報を、

新聞、テレビ等のマスメディアに
対し、定期的（毎月）に提供

■ホームページ等による情報発信
［アクセス数年間16万回以上]

機関紙発行事業及びホームペー
ジ等による情報発信事業

⑴ボランティア活動の振興と福
祉教育の推進

⑵福祉人材の確保とマッチング
の強化

⑶退職共済制度の適正運営と福
利厚生事業の充実

⑵情報発信機能の強化

 住民の福祉活動の振興2

■介護職員実務者研修の開催[50人]
■福祉従事者新任職員研修会の開催

[150人]
■福祉従事者リーダー職員研修会の

開催［100人]
■介護支援専門員実務研修受講試験

準備講習会［40人]
■社会福祉施設リスクマネジメント

研修［200人]

社会福祉従事者等研修・資格取得講座

⑴福祉人材の養成とスキルアップ支援

 福祉人材の養成と確保

■介護職員等医療的ケア研修指導者
養成講習［20人]

■介護職員等医療的ケア研修（第一
号・第二号研修）[260人]

■介護職員等医療的ケア研修事業
（第三号研修）[10人]

介護職員等医療的ケア研修事業

■介護職員等医療的ケア研修指導者
養成講習［20人]

■介護職員等医療的ケア研修（第一
号・第二号研修）[260人]

■介護職員等医療的ケア研修事業
（第三号研修）[10人]

介護職員等医療的ケア研修事業

■無料職業紹介事業の実施［採用者
数 年150人]

■広報・啓発事業
■人材確保・育成事業[福祉の就職総合

フェア参加者150人、出前講座15校]

福祉人材センター運営事業

■キャリア支援員を配置し、介護の人
材確保・定着を図るため求職者への
相談支援や福祉施設・事業所への助
言等のマッチング支援事業を実施
[求人求職マッチング数100人]

介護人材マッチング支援事業

■求職求人に係るコーディネーター
を配置し求人求職マッチングを実
施［マッチング数70人]

■広報・周知
■説明会等の実施
■研修による保育士人材の確保や質

の向上及び定着を促進

保育士・保育所支援センター保
育士人材確保事業

■財政運営の健全化［責任準備金率
76.0％]

民間社会福祉事業職員共済事業

■岩手県災害派遣福祉チーム派遣体
制の強化

■チーム員の養成［新規30人]
■チーム検討部会の開催
■チーム員連絡協議会の開催

災害時広域支援ネットワーク（災
害派遣福祉チーム）推進事業■会員の拡大［80人以上]

■新規事業の開発［新規メニュー１
事業以上]

福利厚生センター受託事業

■経営支援研修会［小規模法人等５
法人]

■地域公益活動推進セミナー［小規
模法人等５法人]

■税理士等による社会福祉法人経営
説明・相談会［小規模法人等５法人]

■公益的取組等アンケート調査
■法人経営等に関する相談への対応等

社会福祉経営サポート事業

■沿岸被災地の事業所の運営体制の
安定化や商品力向上、販路拡大及
び新規立上げに向けた支援［沿岸
４圏域の平均工賃の向上]

■新製品の開発や販路拡大の取組に
よる利用者の賃金･工賃の向上支援

■被災沿岸市町村にある事業所と県
内の被災沿岸市町村以外の市町村
にある事業所等との組合せ又は共
同作業による商品開発や共同生
産、生産力向上の支援

いわて障がい者就労支援振興セ
ンター受託事業

■障がい者就労支援事業所商品の販
売活動の推進［取扱売上高の向上
3,400万円以上]

■障がい者就労支援事業所による役
務の受注拡大を促進

■ホームページを活用した加入事業
所の活動紹介及び商品情報の発信

■加入事業所間の連携の促進（加入
事業所商品のコラボ、共同開発商
品の企画開発）

■食品表示法の制定や食品表示基準
の改正、ハサップの導入等、食品
製造に係る制度改正対応等、商品
販売に係る事業所の取組を支援

共同受注窓口事業

⑴社会福祉事業経営の支援

 社会福祉事業経営の支援

 指定管理施設の管理運営

■社会福祉法人経営者協議会
■高齢者福祉協議会
■障がい者福祉協議会
■保育協議会
■児童福祉施設協議会
■児童館・放課後児童クラブ協議会

種別協議会活動推進事業

■一般社団法人岩手県介護福祉士会
■岩手県介護支援専門員協会
■岩手県ホームヘルパー協議会
■岩手県地域包括・在宅介護支援セ

ンター協議会
■岩手県知的障害者福祉協会
■岩手県知的障害児者生活サポート協会
■東北ブロック老人福祉施設協議会
■岩手県里親会
■公益財団法人岩手県福祉基金

事務受託団体支援事業

⑴ 種別協議会・部会活動を通じ
　た福祉サービス向上の取組と

サービス利用者の福祉増進

⑵適正なサービス評価の実施

⑵多様な組織等との連携協働の推進

 多様な組織等との連携協働

■これまでの経験と蓄積されたノウハウを
最大限に生かし、効率的な運営と魅力あ
る事業の企画実施に努めながらサービ
スの向上と安全性の高い堅実な施設運
営に努める［総利用者数252,000人]

■教室の開催［341回]
■イベントの開催［８回]
■支援事業の実施
■ボランティアの養成［14回]

ふれあいランド岩手の管理運営

 県社協の活動基盤の強化

■自主財源の確保［協賛金対前年度比５％増]
■経費の削減［対前年度比２％減]

県社協財政基盤の適正化

■会計監査人の設置
■税理士等への業務委託
■職員の育成
■会員の拡大［20事業所以上]

組織強化のための取組の推進

■マッチング支援［施設外就労新規
契約１件以上]

■農林水産業関係者向け研修会の実施
■障がい者就労支援施設職員向け農

業セミナーの実施
■特別支援学校向け農福連携説明会

の実施
■岩手県農福連携グランプリ大会の

開催
■農福連携マルシェの実施

■水産加工業者と障がい福祉サービ
ス事業所を結びつけ、両者の課題
解消を図ることを目的に実施

岩手県農福連携総合支援事業

【新規事業】水産加工･障がい福
祉マッチング事業

■福祉サービスの質を客観的かつ専
門的に第三者が評価することに
よってサービスの質の向上を目指
す経営者を支援［受審事業所15
か所]

福祉サービス第三者評価事業

3

4
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社会福祉事業区分

１ 法人運営事業

２ 地域福祉活動推進事業

３ ボランティア活動振興事業

４ 民生委員活動推進事業

５ 共同募金配分金事業

６ 社会福祉従事者研修事業

７ 種別協議会事業

８ 福祉人材センター事業

９ 社会福祉経営サポート事業

10 日常生活自立支援事業

11 福祉サービス運営適正化委員会事業

12 障がい福祉サービス復興支援事業

公益事業区分

合　計

１ ふれあいランド岩手管理運営受託事業

２ 福祉人材確保等貸付事業

３ 民間社会福祉事業職員共済事業

４ 福利厚生センター事業

事業区分及び拠点区分

令和元年度一般会計資金収支予算総括表 

当年度
当初予算額

前年度
当初予算額 増　減 会計区分 当年度

当初予算額
前年度

当初予算額 増　減

（単位：千円）（単位：千円）

1,222,233

225,595

556,225

3,318

15,131

10,000

28,315

61,622

89,901

4,903

124,538

10,029

92,656

4,178,742

233,800

579,086

3,357,686

8,170

5,400,975

1,257,849

207,551

629,359

3,493

9,876

10,000

28,132

51,369

90,270

4,470

123,563

9,985

89,781

3,815,617

246,467

646,280

2,914,458

8,412

5,073,466

△ 35,616

18,044

△ 73,134

△ 175

5,255

0

183

10,253

△ 369

433

975

44

2,875

363,125

△ 12,667

△ 67,194

443,228

△ 242

327,509

令和元年度生活福祉資金会計資金収支予算総括表

3,392,244

209,264

93,205

12,456

3,707,169

2,826,047

207,096

27,816

13,886

3,074,845

566,197

2,168

65,389

△ 1,430

632,324

１ 生活福祉資金会計

２ 生活福祉資金貸付事務費会計

３ 要保護世帯向不動産担保型生活資金会計

４ 臨時特例つなぎ資金会計

合　計
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